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2025 年 2 月 7 日 

 各 位 

会  社  名 霞 ヶ 関 キ ャ ピ タ ル 株 式 会 社 

代表者名 代表取締役社長  河本幸士郎 

 （コード番号：3498 東証プライム） 

問合せ先 取締役管理本部長  廣瀬一成 

 （TEL：03-5510-7653） 

 

募集新株予約権（業績条件付有償ストック・オプション）の発行に関するお知らせ 

 

当社は、本日、会社法第 236 条、第 238 条及び第 240 条の規定に基づき、当社の取締役及び従業員に対

し、ストック・オプションとして新株予約権を発行することについて、会社法第 370条及び当社定款第 25

条に基づき決議（取締役会の決議に代わる書面決議）いたしましたので、下記のとおりお知らせいたしま

す。 

 

記 

 

1．業績条件付有償ストック・オプションとして新株予約権を発行する理由 

当社は、中期経営計画として、2029 年 8 月期に当期純利益 500 億円の達成を目標に掲げております。 

当該業績目標の達成に向けて、当社の業績向上と企業価値向上への貢献意欲や士気を一層向上させ、中

期経営計画に掲げる業績目標達成へのコミットメントを更に高めることを目的に、当社の取締役及び従業

員に対し、業績条件付有償ストック・オプションとして新株予約権を発行することとしたものであります。 

第 11 回新株予約権は当社の取締役を、第 12 回新株予約権は当社の従業員を対象とし、いずれも 2026 年

8 月期における当社の連結損益計算書に記載された当期純利益が 15,000 百万円を超過することを行使条件

としております。 

また、第 11 回新株予約権は、行使条件を達成した場合において、2(8)②の各号に記載の日（以下「権利

行使開始日」という。）をもって、それぞれに記載された割合において対応した数の本新株予約権を、

各本新株予約権に係る権利行使開始日から 5 年を経過する日までの期間において行使可能とすること

としております。 

 

2．当社取締役に対する業績条件付有償ストック・オプション（第 11 回新株予約権）の発行要項 

(1) 新株予約権の名称 

霞ヶ関キャピタル株式会社 第 11 回新株予約権（以下、「本新株予約権」という。） 

 

(2) 新株予約権の割当ての対象者及びその人数並びに割り当てる新株予約権の数 

当社取締役 4 名  150,000 個
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(3) 新株予約権の目的である株式の種類及び数 

本新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、本新株予約権１個当たりの目的

である株式の数（以下、「付与株式数」という。）は 1 株とする。 

なお、本新株予約権を割り当てる日（以下、「割当日」という。）後、当社が当社普通株式につ

き、株式分割（当社普通株式の株式無償割当てを含む。以下、株式分割の記載につき同じ。）又

は株式併合を行う場合、次の算式により付与株式数を調整するものとする。ただし、かかる調整

は、本新株予約権のうち、当該時点で行使されていない本新株予約権の目的である株式の数に

ついて行われ、調整の結果生じる 1 株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。 

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 株式分割又は株式併合の比率 

また、割当日後、当社が合併、会社分割又は株式交換を行う場合その他これらの場合に準じて

付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で適切に付与株式数の調整を

行うことができるものとする。 

 

(4) 新株予約権の総数 

150,000 個 

なお、上記総数は、割当予定数であり、引受けの申込みがなされなかった場合等、割り当てる

本新株予約権の総数が減少したときは、割り当てる本新株予約権の総数をもって発行する本新

株予約権の総数とする。 

 

(5) 新株予約権の払込金額 

本新株予約権 1 個当たりの発行価額は、1 円とする。なお、当該金額は、第三者評価機関である

株式会社プルータス・コンサルティングが、当社の株価情報等を考慮して、一般的なオプション価

格算定モデルであるモンテカルロ・シミュレーションによって算出した結果を参考に決定したも

のである。 

 

(6) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、1 株当たりの払込金額（以下、「行使

価額」という。）に、付与株式数を乗じた金額とする。 

行使価額は、15,010 円とする。 

なお、割当日後、当社が当社普通株式につき、株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式に

より行使価額を調整し、調整の結果生ずる 1 円未満の端数はこれを切り上げる。 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
1 

株式分割又は株式併合の比率 

また、割当日後、当社が当社普通株式につき、時価を下回る価額で新株の発行又は自己株式の

処分を行う場合（新株予約権の行使に基づく新株の発行及び自己株式の処分並びに株式交換に

よる自己株式の移転の場合を除く。）、次の算式により行使価額を調整し、調整の結果生ずる 1 円

未満の端数はこれを切り上げる。 
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      新規発行 
株式数 

× 
1 株当たり 
払込金額     既発行 

株式数 
＋ 

調整後 
行使価額 

＝ 
調整前 
行使価額 

× 
新規発行前の 1 株当たり時価 

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数 

なお、上記算式において「既発行株式数」とは、当社普通株式にかかる発行済株式総数から当

社普通株式にかかる自己株式数を控除した数とし、また、当社普通株式にかかる自己株式の処

分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。 

さらに、上記のほか、割当日後、当社が合併、会社分割又は株式交換を行う場合その他これ

らの場合に準じて行使価額の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で適切に行使

価額の調整を行うことができるものとする。 

 

(7) 新株予約権を行使することができる期間 

2027 年 2 月 1 日から 2041 年 1 月 31 日までとする。 

 

(8) 新株予約権の行使の条件 

① 本新株予約権の割当てを受けた者（以下、「新株予約権者」という。）は、2026 年 8 月期に

おける当社の損益計算書（連結損益計算書を作成している場合には、連結損益計算書。以下同

じ。）に記載された当期純利益が 15,000 百万円を超過した場合に限り、本新株予約権を行使す

ることができる。なお、当該条件の判定に際しては、決算期の変更、適用される会計基準の変

更、当社の業績に多大な影響を及ぼす企業買収等の事象が発生した場合など、損益計算書に

記載された数値で判定を行うことが適切ではないと取締役会が判断した場合には、当社は合

理的な範囲内で当該影響を排除するための適切な調整を行うことができるものとする。 

② 新株予約権者は、上記①の条件を達成した場合において、以下の各号に記載の日（以下「権

利行使開始日」という。）をもって、それぞれに記載された割合において対応した数の本新株

予約権を、各本新株予約権に係る権利行使開始日から 5 年を経過する日までの期間において

行使可能とする。ただし、行使可能となる新株予約権の数に 1 個未満の端数が生じた場合は、

これを切り捨てるものとする。 

ア 2027 年 2 月 1 日：割当てられた本新株予約権の数の 10％ 

イ 2028 年 2 月 1 日：割当てられた本新株予約権の数の 10％ 

ウ 2029 年 2 月 1 日：割当てられた本新株予約権の数の 10％ 

エ 2030 年 2 月 1 日：割当てられた本新株予約権の数の 10％ 

オ 2031 年 2 月 1 日：割当てられた本新株予約権の数の 10％ 

カ 2032 年 2 月 1 日：割当てられた本新株予約権の数の 10％ 

キ 2033 年 2 月 1 日：割当てられた本新株予約権の数の 10％ 

ク 2034 年 2 月 1 日：割当てられた本新株予約権の数の 10％ 

ケ 2035 年 2 月 1 日：割当てられた本新株予約権の数の 10％ 

コ 2036 年 2 月 1 日：同日までに権利行使開始日が到来していない全ての本新株予約権 

 

③ 新株予約権者は、本新株予約権の権利行使の時点において、当社又は当社子会社の取締役、

監査役又は従業員のいずれかの地位にある場合に限り、本新株予約権を行使することができ
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る。ただし、当社又は当社子会社の取締役又は監査役の任期満了による退任、当社又は当社子

会社の従業員の定年による退職、社命による他社への転籍、その他当社が認める正当な事由

により、当社又は当社子会社の取締役、監査役又は従業員の地位を喪失した場合はこの限り

ではない。 

④ 新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めないものとする。 

⑤ その他の条件については、当社と新株予約権者との間で締結する新株予約権割当契約に定

めるところによる。 

 

(9) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する

事項 

① 本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算

規則第 17 条第 1 項に従い算出される資本金等増加限度額の 2 分の 1 の金額とし、計算の結果

1 円未満の端数が生じる場合は、これを切り上げるものとする。 

② 本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記

①記載の資本金等増加限度額から上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。 

 

(10) 新株予約権の取得条項 

① 新株予約権者が権利行使をする前に、上記(8)の定め又は新株予約権割当契約の定めにより

本新株予約権を行使できなくなった場合若しくは新株予約権者が死亡した場合は、当社は当

該新株予約権を無償で取得することができる。 

② 以下イ、ロ、ハ、ニ又はホの議案につき当社の株主総会で承認された場合（株主総会決議が

不要の場合は当社の取締役会で承認された場合。）は、当社は本新株予約権の全部を無償で取

得することができる。 

イ 当社が消滅会社となる合併契約承認の議案 

ロ 当社が分割会社となる分割契約又は分割計画承認の議案 

ハ 当社が完全子会社となる株式交換契約又は株式移転計画承認の議案 

ニ 当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承

認を要することについての定めを設ける定款の変更承認の議案 

ホ 本新株予約権の目的である種類の株式の内容として譲渡による当該種類の株式の取得につ

いて当社の承認を要すること又は当該種類の株式について当社が株主総会の決議によってそ

の全部を取得することについての定めを設ける定款の変更承認の議案 

 

 

(11) 譲渡による新株予約権の取得の制限 

譲渡による本新株予約権の取得については、当社の取締役会の決議による承認を要するもの

とする。 

 

(12) 組織再編行為時における新株予約権の取扱い 

当社が合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割若しくは新設分割（それぞれ
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当社が分割会社となる場合に限る。）、株式交換若しくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社

となる場合に限る。）（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組

織再編行為の効力発生日（吸収合併につき吸収合併がその効力を生ずる日、新設合併につき新

設合併設立会社の成立の日、吸収分割につき吸収分割がその効力を生ずる日、新設分割につき

新設分割設立会社の成立の日、株式交換につき株式交換がその効力を生ずる日及び株式移転に

つき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。以下同じ。）の直前において残存する本新株予

約権（以下、「残存新株予約権」という。）を保有する新株予約権者に対し、それぞれの場合につ

き、会社法第 236 条第 1 項第 8 号のイからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」と

いう。）の新株予約権をそれぞれ交付することとする。ただし、以下の各号に沿って再編対象会

社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、

株式交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限る。 

① 交付する再編対象会社の新株予約権の数 

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。 

② 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

再編対象会社の普通株式とする。 

③ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、上記(3)に準じて決定する。 

④ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、上記(6)に準じて決定する。 

⑤ 新株予約権を行使することができる期間 

上記(7)に定める新株予約権を行使することができる期間の初日と組織再編行為の効力発生

日のいずれか遅い日から、上記(7)に定める新株予約権を行使することができる期間の満了日

までとする。 

⑥ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関

する事項 

上記(9)に準じて決定する。 

⑦ 譲渡による新株予約権の取得の制限 

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要

するものとする。 

⑧ 新株予約権の行使の条件 

上記(8)に準じて決定する。 

⑨ 新株予約権の取得条項 

上記(10)に準じて決定する。 

⑩ その他の条件については、再編対象会社の条件に準じて決定する。 

 

(13) 新株予約権を行使した際に生ずる 1 株に満たない端数の取決め 

本新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に 1 株に満たない端数がある場合

には、これを切り捨てるものとする。 
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(14) 新株予約権を割り当てる日 

2025 年 3 月 7 日 

 

(15) 新株予約権にかかる新株予約権証券に関する事項 

当社は、本新株予約権にかかる新株予約権証券を発行しないものとする。 

 

 (16) 新株予約権の行使請求受付場所 

当社経営管理部 

なお、行使請求受付けにかかる業務担当につき変更が生じた場合には、その継承部署とする。 

 

(17) 新株予約権の行使に際する払込取扱場所 

株式会社三井住友銀行麹町支店（住所：東京都千代田区麹町 6-6-2） 

なお、当払込取扱場所が統合等により廃止した場合、その継承場所とする。 

 

(18) 新株予約権と引換にする金銭の払込期日 

2025 年 3 月 7 日 

 

(19) その他 

その他、本新株予約権に関し必要な細目事項は、代表取締役に一任する。 

 

3．当社従業員に対する有償ストック・オプション（第 12回新株予約権）の発行要項 

(1) 新株予約権の名称 

霞ヶ関キャピタル株式会社 第 12 回新株予約権（以下、「本新株予約権」という。） 

 

(2) 新株予約権の割当ての対象者及びその人数並びに割り当てる新株予約権の数 

当社従業員 50 名  86,867 個 

 

(3) 新株予約権の目的である株式の種類及び数 

本新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、本新株予約権 1 個当たりの目的

である株式の数（以下、「付与株式数」という。）は 1 株とする。 

なお、本新株予約権を割り当てる日（以下、「割当日」という。）後、当社が当社普通株式につ

き、株式分割（当社普通株式の株式無償割当てを含む。以下、株式分割の記載につき同じ。）又

は株式併合を行う場合、次の算式により付与株式数を調整するものとする。ただし、かかる調整

は、本新株予約権のうち、当該時点で行使されていない本新株予約権の目的である株式の数に

ついて行われ、調整の結果生じる 1 株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。 

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 株式分割又は株式併合の比率 

また、割当日後、当社が合併、会社分割又は株式交換を行う場合その他これらの場合に準じて

付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で適切に付与株式数の調整を

行うことができるものとする。 
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(4) 新株予約権の総数 

86,867 個 

なお、上記総数は、割当予定数であり、引受けの申込みがなされなかった場合等、割り当てる

本新株予約権の総数が減少したときは、割り当てる本新株予約権の総数をもって発行する本新

株予約権の総数とする。 

 

(5) 新株予約権の払込金額 

本新株予約権 1 個当たりの発行価額は、1 円とする。なお、当該金額は、第三者評価機関であ

る株式会社プルータス・コンサルティングが、当社の株価情報等を考慮して、一般的なオプショ

ン価格算定モデルであるモンテカルロ・シミュレーションによって算出した結果を参考に決定

したものである。 

 

(6) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、1 株当たりの払込金額（以下、「行使

価額」という。）に、付与株式数を乗じた金額とする。 

行使価額は、15,010 円とする。 

なお、割当日後、当社が当社普通株式につき、株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式に

より行使価額を調整し、調整の結果生ずる 1 円未満の端数はこれを切り上げる。 

 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
1 

株式分割又は株式併合の比率 

また、割当日後、当社が当社普通株式につき、時価を下回る価額で新株の発行又は自己株式の

処分を行う場合（新株予約権の行使に基づく新株の発行及び自己株式の処分並びに株式交換に

よる自己株式の移転の場合を除く。）、次の算式により行使価額を調整し、調整の結果生ずる 1 円

未満の端数はこれを切り上げる。 

      新規発行 
株式数 

× 
1 株当たり 
払込金額     既発行 

株式数 
＋ 

調整後 
行使価額 

＝ 
調整前 
行使価額 

× 
新規発行前の 1 株当たり時価 

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数 

なお、上記算式において「既発行株式数」とは、当社普通株式にかかる発行済株式総数から当

社普通株式にかかる自己株式数を控除した数とし、また、当社普通株式にかかる自己株式の処

分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。 

さらに、上記のほか、割当日後、当社が合併、会社分割又は株式交換を行う場合その他これ

らの場合に準じて行使価額の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で適切に行使

価額の調整を行うことができるものとする。 

 

(7) 新株予約権を行使することができる期間 

2030 年 2 月 1 日から 2035 年 1 月 31 日までとする。 
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(8) 新株予約権の行使の条件 

① 本新株予約権の割当てを受けた者（以下、「新株予約権者」という。）は、2026 年 8 月期に

おける当社の損益計算書（連結損益計算書を作成している場合には、連結損益計算書。以下同

じ。）に記載された当期純利益が 15,000 百万円を超過した場合に限り、本新株予約権を行使す

ることができる。なお、当該条件の判定に際しては、決算期の変更、適用される会計基準の変

更、当社の業績に多大な影響を及ぼす企業買収等の事象が発生した場合など、損益計算書に

記載された数値で判定を行うことが適切ではないと取締役会が判断した場合には、当社は合

理的な範囲内で当該影響を排除するための適切な調整を行うことができるものとする。 

② 新株予約権者は、本新株予約権の権利行使の時点において、当社又は当社子会社の取締役、

監査役又は従業員のいずれかの地位にある場合に限り、本新株予約権を行使することができ

る。ただし、当社又は当社子会社の取締役又は監査役の任期満了による退任、当社又は当社子

会社の従業員の定年による退職、社命による他社への転籍、その他当社が認める正当な事由

により、当社又は当社子会社の取締役、監査役又は従業員の地位を喪失した場合はこの限り

ではない。 

③ 新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めないものとする。 

④ その他の条件については、当社と新株予約権者との間で締結する新株予約権割当契約に定

めるところによる。 

 

(9) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する

事項 

① 本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算

規則第 17 条第 1 項に従い算出される資本金等増加限度額の 2 分の 1 の金額とし、計算の結果

1 円未満の端数が生じる場合は、これを切り上げるものとする。 

② 本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記

①記載の資本金等増加限度額から上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。 

 

(10) 新株予約権の取得条項 

① 新株予約権者が権利行使をする前に、上記(8)の定め又は新株予約権割当契約の定めにより

本新株予約権を行使できなくなった場合若しくは新株予約権者が死亡した場合は、当社は当

該新株予約権を無償で取得することができる。 

② 以下イ、ロ、ハ、ニ又はホの議案につき当社の株主総会で承認された場合（株主総会決議が

不要の場合は当社の取締役会で承認された場合。）は、当社は本新株予約権の全部を無償で取

得することができる。 

イ 当社が消滅会社となる合併契約承認の議案 

ロ 当社が分割会社となる分割契約又は分割計画承認の議案 

ハ 当社が完全子会社となる株式交換契約又は株式移転計画承認の議案 

ニ 当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承

認を要することについての定めを設ける定款の変更承認の議案 

ホ 本新株予約権の目的である種類の株式の内容として譲渡による当該種類の株式の取得
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について当社の承認を要すること又は当該種類の株式について当社が株主総会の決議に

よってその全部を取得することについての定めを設ける定款の変更承認の議案 

 

 

(11) 譲渡による新株予約権の取得の制限 

譲渡による本新株予約権の取得については、当社の取締役会の決議による承認を要するもの

とする。 

 

(12) 組織再編行為時における新株予約権の取扱い 

当社が合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割若しくは新設分割（それぞれ

当社が分割会社となる場合に限る。）、株式交換若しくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社

となる場合に限る。）（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組

織再編行為の効力発生日（吸収合併につき吸収合併がその効力を生ずる日、新設合併につき新

設合併設立会社の成立の日、吸収分割につき吸収分割がその効力を生ずる日、新設分割につき

新設分割設立会社の成立の日、株式交換につき株式交換がその効力を生ずる日及び株式移転に

つき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。以下同じ。）の直前において残存する本新株予

約権（以下、「残存新株予約権」という。）を保有する新株予約権者に対し、それぞれの場合につ

き、会社法第 236 条第 1 項第 8 号のイからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」と

いう。）の新株予約権をそれぞれ交付することとする。ただし、以下の各号に沿って再編対象会

社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、

株式交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限る。 

① 交付する再編対象会社の新株予約権の数 

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。 

② 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

再編対象会社の普通株式とする。 

③ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、上記(3)に準じて決定する。 

④ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、上記(6)に準じて決定する。 

⑤ 新株予約権を行使することができる期間 

上記(7)に定める新株予約権を行使することができる期間の初日と組織再編行為の効力発生

日のいずれか遅い日から、上記(7)に定める新株予約権を行使することができる期間の満了日

までとする。 

⑥ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関

する事項 

上記(9)に準じて決定する。 

⑦ 譲渡による新株予約権の取得の制限 

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要

するものとする。 
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⑧ 新株予約権の行使の条件 

上記(8)に準じて決定する。 

⑨ 新株予約権の取得条項 

上記(10)に準じて決定する。 

⑩ その他の条件については、再編対象会社の条件に準じて決定する。 

 

(13) 新株予約権を行使した際に生ずる 1 株に満たない端数の取決め 

本新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に 1 株に満たない端数がある場合

には、これを切り捨てるものとする。 

 

(14) 新株予約権を割り当てる日 

2025 年 3 月 7 日 

 

(15) 新株予約権にかかる新株予約権証券に関する事項 

当社は、本新株予約権にかかる新株予約権証券を発行しないものとする。 

 

(16) 新株予約権の行使請求受付場所 

当社経営管理部 

なお、行使請求受付けにかかる業務担当につき変更が生じた場合には、その継承部署とする。 

 

(17) 新株予約権の行使に際する払込取扱場所 

株式会社三井住友銀行麹町支店（住所：東京都千代田区麹町 6-6-2） 

なお、当払込取扱場所が統合等により廃止した場合、その継承場所とする。 

 

(18) 新株予約権と引換にする金銭の払込期日 

2025 年 3 月 7 日 

 

(19) その他 

その他、本新株予約権に関し必要な細目事項は、代表取締役に一任する。 

 

以 上 

＜本件に関するお問い合わせ先＞ 

霞ヶ関キャピタル株式会社 広報・IR 部／TEL：03-5510-7653 MAIL：ir@kasumigaseki.co.jp 


